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日本貿易学会 2024年度第１回 FTA/EPA研究部会



我が国の経済連携協定（EPA/FTA）等
の取組み

2024年5月現在、24か国・地域（50カ国）と20の経済連携協定
（EPA/FTA）等を締結発効済（なお、署名済の協定としてTPP12の1協
定がある）。
・発効済・署名済EPA/FTA等の相手国との貿易が貿易総額に占める
割合は78.8％。
・発効済・署名済EPA/FTA等及び交渉中EPA/FTA等の相手国との
貿易が貿易総額に占める割合は87.1％
・日本政府としては、引き続き必要なEPAの交渉・締結を進めるも、政
策・施策として、既に締結・発効済のEPAの利活用促進にシフト。

https://www.mofa.go.jp/mofaj/files/000490260.pdf

（外務省 経済連携課 令 和 6 年 5 月「我が国の経済連携協定
（EPA/FTA）等の取組」など）
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我が国のEPA等進捗状況（2024年6月現在）
国・地域 発効年月

発効済み
（発効順）

シンガポール
メキシコ
マレーシア
チリ
タイ
インドネシア
ブルネイ
ASEAN

フィリピン
スイス
ベトナム
インド
ペルー
オーストラリア
モンゴル
包括的・先進的TPP協定（TPP11）
EU
米国
英国
東アジア地域包括的経済連携（RCEP）

2002年11月
2005年4月
2006年7月
2007年9月
2007年11月
2008年7月
2008年7月
2008年12月
2008年12月
2009年9月
2009年10月
2011年8月
2012年3月
2015年1月
2016年6月
2018年12月30日
2019年2月1日
2020年1月1日
2021年1月1日
2022年1月1日

署名済み 環太平洋パートナーシップ（TPP12） 2016年2月
交渉中 トルコ、コロンビア、日中韓、バングラデシュ、GCC（2024年に交渉再開予定）

交渉中断中 韓国、カナダ

〔出所〕外務省令和6年6月13日「我が国の経済連携協定（EPA/FTA）等の取組」
https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/fta/index.html 3



EPA活用推進会議
会議の趣旨
経済産業省は、10 業界の業界団体・企業や関連サービスを提供する民間企業、学
識者、政府関係機関が一堂に会して、より多くの我が国企業が3つの壁「知識の壁」
を「プロセスの壁」「協力企業の壁」を乗り越えるための方策を検討するため、2022年
7月「EPA活用推進会議」を設置。
2022年１月に RCEP 協定が発効したことに伴い、新たに EPA 活用に取り組む企業
が大幅に増加。中堅・中小企業等が円滑に EPA を活用できる環境を整えることが、
我が国産業の国際競争力強化のために不可欠とした。

設立 2022年7月
第1回 2022年7月6日（水）（オンライン）
第2回 2022年9月28日（水）（オンライン）
第3回 2023年1月30日（月）（オンライン）
第4回 2023年6月21日（水）（オンライン）
第5回 2024年3月19日（火）（対面＆オンラインのハイブリッド開催）

https://www.meti.go.jp/shingikai/external_economy/epa_katsuyo/index.html
（経済産業省「EPA活用推進会議」）
https://www.meti.go.jp/shingikai/external_economy/epa_katsuyo/001.html
（経済産業省「第1回 EPA活用推進会議」）
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https://www.meti.go.jp/shingikai/external_economy/epa_katsuyo/index.html
https://www.meti.go.jp/shingikai/external_economy/epa_katsuyo/001.html


EPA活用拡大にむけた課題と対応
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対応施策
A.広報・周知・実務サポート
・セミナーの開催
・事例集/動画コンテンツ/解説書の作成/ Eラーニング
・EPA相談窓口

B.デジタル・ツール導入等によるプロセ
スの効率化
・原産地証明ナビ（英語での書類作成のためのエクセ
ル・ツール）
・原産地証明書の発給・受給の電子化
・デジタルプラットフォームの整備
業界ごとの標準マニュアルと帳票フォーマットの作成

C.関連制度の運用改善
・「自動車産業適正取引ガイドライン」でのデジタルプ
ラットフォーム
活用推奨
・委託生産者の該当要件の明確化

D.輸出先国でのトラブル解決
・輸出先国税関でのトラブル対応

企業の声（3つの壁）
①制度理解が難しい 「知識の壁」
・協定の詳細情報の入手方法がわからない
・協定文書や公開されている情報が難解

・準備が必要な書類のサンプルやフォーマットが不明、又は
多種多様

②手続きが煩雑 「プロセスの壁」
・書類作成の人件費がかかる

・原産地証明書の作成に必要な取引情報の確認に工数が
かかる
・原産地証明書の作成が困難
・社内体制が構築されていない
・原産性証明資料管理が煩雑

③サプライヤーとの協力を得るのが困
難 「協力企業の壁」
・サプライヤーの理解をえられるのが大変

・証明書提出にあたり、サプライヤーの機密情報が漏れる
懸念がある
・輸出者に協力するための負荷が大きい

④その他
・扱う輸出製品に元々関税がかかっていない/他の減免制度を利
用している

・税関職員の報奨金分配制度に起因すると思われるトラブルが
頻発（泰）
・輸出額が少量
・自己証明制度と第三者証明書の並行導入を希望（EU)
・法制度の未整備・突然の変更が多い（尼）

https://www.meti.go.jp/shingikai/external_economy/epa_katsuyo/pdf/
001_05_00.pdf
（経済産業省2022年7月「EPA活用推進会議で議論したいこと」p3より）

https://www.meti.go.jp/shingikai/external_economy/epa_katsuyo/pdf/001_05_00.pdf
https://www.meti.go.jp/shingikai/external_economy/epa_katsuyo/pdf/001_05_00.pdf


EPA活用推進会議の成果
成果物1：令和3年度補正予算「経済連携協定関連ツール開発実証
事業」
・業界別EPAマニュアル

「印刷産業機械」、「紙パルプ」、「建設機械」、「工作機械」、「部品（自動車、情報通信機
器）、素形材」、「繊維」、「鉄鋼」の業界別EPA運用マニュアルを作成し、JAFTAS（FTA/ETAを
有効活用して関税削減をするためのクラウドシステム）に掲載。
・HS LAB
HSコードに関する情報提供サイトを作成
・FTA Port
EPA/FTAの情報集約プラットフォーム

成果物2：原産判定基準・条件明確化
・原産判定基準・条件明確化

第三者証明制度を用いる特恵原産地証明書について、原産性判定の基準・条件を明確
化するために、申請の際にご提出する資料（対比表、計算ワークシート、サプライヤー証
明書）の記載要件を整理。
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https://www.meti.go.jp/shingikai/external_economy/epa_katsuyo/index.html
（経済産業省「EPA活用推進会議」）



JAFTASと日商「発給システム」の連携
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JAFTAS（Japan Automotive FTA System）・・・FTA/ETAを有効活用して関税削減をするため

のクラウドシステム、その他各種サポートを含めた複合的なサービス。メインサービスと
なるJAFTASのクラウドシステムは、サプライチェーンをつなぎ、効率的な原産地証明を実
現。データ化された原産地規則によって、正確な根拠書類を作成することができる。

2024年7月1日連携開始！



ジェトロのEPA利活用促進事業

8



ジェトロのEPA利活用促進事業
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ジェトロEPA相談窓口
ジェトロでは2021年4月、東京（4名）ほか、大阪、北海道、仙台、名古屋、広島、香川、福岡の国
内の7拠点にそれぞれ1名ずつのEPAアドバイザーを配置し「ジェトロEPA相談窓口」を設置。
電話（祝祭日・年末年始を除く月～金9時～12時/13時～17時）、オンラインで受け付け

・日本が現在締結する20協定及び日本が締結国となっていない外-外FTAの相談
・関税番号（HSコード）に係る一般的知識と分類の一般規則（関税率表の解釈に関する通則）
譲許表（削減・引き下げスケジュール）に関すること
・EPA/FTA適用の要件   
・原産地規則概要  ① 完全生産品、② 原産材料のみから生産される産品、③ 実質的変更基準
(a.関税分類変更基準、b.付加価値基準、c.加工工程基準)を満たす産品）
・外国の国内法（各国・地域の関税法）に関すること
・外国税関からの指摘対応（通関時）
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輸出やEPAを利用するにあたって必要な書類を
正確かつ効率的に作成できるようサポートします。

 簡単に、効率的に書類作成できる機能
• 案内に沿って必要情報を入力することで書類を作成
• 自動計算によって簡易的に原産性を判定
• 企業情報や商品情報を蓄積し、入力の手間を削減

 輸出やEPA利用に必要な書類を作成
• EPA利用に必要な根拠書類
（対比表、計算ワークシート等）

• 日EU・EPA、CPTPP、日英EPAの原産地証明書類
• 一般的なインボイス・パッキングリスト

 こんな方にオススメです
• 根拠書類やインボイス等の作成を効率化したい
• EPAの原産地証明を実践的に理解したい
• 社内での貿易実務の体制を整えたい

※「原産地証明ナビ」は全て無料でご利用頂けます。
※ご利用にあたってはあらかじめ末尾の注意事項をご確認下さい。

ジェトロ「原産地証明ナビ」の概要
中国・韓国との間では初の経済連携協定となるRCEPの発効となるなど、企業のEPA/FTA（以下、EPA）利用
の重要性が高まっています。輸出やEPA利用にあたって必要な書類作成に、本ツールをぜひご活用下さい。
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取引額が少なく費用対効果が小さい

（内容）

輸入者から特定原産地証明書の要請があったが、取引額が少なく、削減が期待

できる関税額も少額。取引額が大きいのであれば対応しても良いが、現状では

手間賃や発給費用の負担が大きく、対応できないと考えている。うまい断り方や

対応方法がないか。対応する代わりにMOQを引き上げるなど、何か交渉手段の

アドバイスがないか。

（回答例）

このような問い合わせは一定程度ある。MOQ（最低発注数量）を引き上げるほ

か、単価そのものの引き上げ、また原産地証明書発給のための手数料を請求

することも考えられる。しかしジェトロからのアドバイスとしては、現在我が国の

EPA/FTAカバー率（全貿易額に占めるEPA/FTA署名・発効済国との貿易額の

割合）は8割を超えており、特に今後RCEPについては年々税率が引き下がって

いくことから、少額であっても特定原産地証明書の取得を推進したい。
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事例1



自社の品番が多い

（内容）

自社の品番が多い。品番が異なる場合は、それぞれの品番で原産品判定が必要な

のか？（VA基準とCTC基準で異なるか？）CTC基準が適応できる場合は、アイテム

ごとにまとめて原産品判定してもいいのか。

（回答内容）

原産品判定依頼は原則都度行うべきものであるも、まったく同じものについては同じ

原産品判定番号を繰り返し使うことができる（しかも特に期限はない）。ただし、少し

でも内容が変わった場合には再度の原産品判定依頼の必要がある。色違いであっ

ても顔料の違いから異なる産品である。サイズ違いについても付加価値基準であれ

ば原産資格割合に影響が出てくるため再度の判定依頼が必要。一方、サイズ違いで

も原産品判定基準が「関税分類変更基準」であれば判定に影響がないと言えるかも

知れないが、サイズの変更に合わせて、新たな素材が加えられていないかどうかを

問われることがある。→一方、色やサイズのみなど、根拠資料（対比表や計算ワーク

シート）の内容に変更を及ぼさないものであれば同じ原産品判定番号を使うことがで

きるという意見もある。しかしそれぞれの違いを示す資料の保存は必要。
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事例2



  材料のHSコードの確定方法

（内容）
最終産品のHSコードは輸入地税関において事前教示を行い確定させること
ができるが、材料については、品目数が膨大であるのと、輸入国によっては
事前教示が可能なのは産品のみで、材料については事前教示な不可の国
もある（ちなみに日本における事前教示制度も輸入産品のみ）。この場合、
どのようにして材料のHSコードの確約を得れば良いか。輸入国税関の検認
（事後確認）により、材料のHSコードの間違いによりRCEP特恵税率が否認さ
れることを避けたい。

（回答例）
材料の数が少ないようであれば、それぞれの材料を「産品」として輸入国税
関で事前教示を受ける案が考えられる。また、通関業者や貿易・通関コンサ
ルタントの活用、自社で通関士有資格者などの専門人材を置き、確実なHS
コードの品目分類に努める。
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事例3



 タイ税関でのpdf版の原産地証明書の拒絶

（内容）
2022年6～7月にかけ、日本商工会議所が発給したpdf版でのRCEP原産地
証明書を利用し、タイへ輸出したところ、タイ税関から適用を否認される事案
が複数発生した（食品、機械部品）。タイ税関の認識としては、タイとしては
日タイＥＰＡ以外にpdfの原産地証明書を認めておらず、セルフ印刷した
RCEP原産地証明書も受け付けられないとのこと。
（回答例）
ジェトロ・バンコク事務所、経済産業省経済連携課、在タイ日本大使館の農
水アタッシェのルートなどを通じ解決を模索。8月初め、貨物の一つについて、
RCEP税率を適用して通関できたとの連絡あり。8月中旬、タイ税関と日本政
府側でミーティングを実施。8月21日付で日本外務省からタイ税関へ文書を
送付。9月6日、タイ税関の内部文書「No. Gor Kor 0530(Gor)/86」にてpdf版
でも受け付ける旨を全国の税関官署に周知。この結果、再びトラブルとなる
場合は、当該文書番号を伝えてpdf版での通関が可能となった。
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事例4



 書類間で品目数が異なる

（内容）

日本から中国に6品目のワインを輸出。このうち赤ワイン2種類と白ワイン種

類についてそれぞれ赤ワイン1種類、白ワイン1種類にまとめて原産品判定

を行ったため、特定原産地証明書も4品目で発給された。これに対し、インボ

イスは6品目であったため、中国税関にて、RCEP税率が適用できないと言

われた。

（回答例）

まず、インボイスを6品目から4品目に修正して対応を試みた。ところがパッ

キングリスト、原発事故の影響で求められる「産地証明書」までもが6品目で、

特定原産地証明書だけが4品目となっているとのこと。このため、最終的に、

原産品判定から6品目でやり直し、特定原産地証明書も遡及発給で6品目に

て再度発給することとなった。
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事例5



  現地税関からの合理的でない指摘

（内容）

日-EU EPAで当該品目は関税無税のためインボイス上の原産地（日本）宣言は不要

である旨伝え事前教示をドイツ税関に対して行った。しかしHSコードの判定が変わっ

たときのためインボイス上の原産地（日本）宣言せよとドイツ税関より指導を受けた。

このように相手国税関の主張がおかしいとき（駆け込み寺的な）対処方法があれば

教えてほしい。

（回答例）

そもそも、EPA特恵関税を適用しないと申告しているのに、原産地宣言が必要という

のは、合理的でない。仮にHS分類が変更になった場合は、その変更後の原産基準

により原産性の判断をすることとなるので、宣誓の意味がない（協定上不要な手続）。

その国の税関の対応が明らかにおかしいと思われる場合やそれが継続される場合、

ジェトロを通じ、経済産業省、財務省、外務省、また、現地の在外公館、ジェトロの海

外事務所、現地の日本人商工会議所・紹介等を通じ、現地政府に申し入れを行うこ

とがある。
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事例6



現地税関の検認（事後確認）事例

（内容）

2023年1月と3月にドイツで輸入通関した貨物で、原産地認定基準が2種類

（BとC-1)あるため、どの製品がどの基準かが不明瞭だという理由で適応を

却下された。そこで輸入者の立場で、税関にB基準のものとC1基準のものを

メールで報告したのだが、やはり不十分として却下された。

（回答例）

「B」や「C-1」での原産性を示すための根拠資料である「対比表」を提出する。

以下の『日 EU・EPA解説書』の89ページ（データ上は91/104ページ）に例が

ある。ジェトロ2020年3月改定版『日 EU・EPA解説書-日 EU・EPAの特恵関

税の活用について-』

https://www.jetro.go.jp/ext_images/world/europe/eu/epa/pdf/euepa20200

3.pdf
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事例7

https://www.jetro.go.jp/ext_images/world/europe/eu/epa/pdf/euepa202003.pdf
https://www.jetro.go.jp/ext_images/world/europe/eu/epa/pdf/euepa202003.pdf


まとめと課題

・2024年5月現在、24か国・地域（50カ国）と20の経済連携協定（EPA/FTA）等を締結発
効済（なお、署名済の協定としてTPP12の1協定がある）。
・日本政府としては、引き続き必要なEPAの交渉・締結を進めるも、政策・施策として、
既に締結・発効済のEPAの利活用促進にシフト。
・経済産業省は、10 業界の業界団体・企業や関連サービスを提供する民間企業、学
識者、政府関係機関が一堂に会して、より多くの我が国企業が3つの壁「知識の壁」
を「プロセスの壁」「協力企業の壁」を乗り越えるための方策を検討するため、2022年
7月「EPA活用推進会議」を設置。
・EPA活用推進会議は、これまでの第1回～第5回会議により、業界別EPAマニュアル、
HS LAB、FTA Port、原産判定基準・条件明確化などの成果をもたらした。
・ジェトロにおいても、EPA利活用促進のための様々なセミナー、ウェビナー開催、SNS
の活用のほか、2021年4月、東京（4名）ほか、大阪、北海道、仙台、名古屋、広島、
香川、福岡の国内の7拠点にそれぞれ1名ずつのEPAアドバイザーを配置し「ジェトロ
EPA相談窓口」を設置した。
・EPAを利活用しようとする企業の課題として取引額が少なく費用対効果が小さい、自
社の品番が多く、原産品判定の手間がかかる、材料のHSコードを調べるのが困難等
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ご清聴ありがとうございました！！
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